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佐賀県地域防災計画（「第５編 その他の災害対策」）の修正案 新旧対照表        

頁 現行 修正案 備考 

 

 

4 

第２章 航空災害対策 

第１節 災害予防対策計画 

第４項 捜索、救助・救急、消 

火及び医療活動体制の 

整備 

県警察、市町、消防機関、海上保安部、自衛隊、その防災関係機 

関、 

県（危機管理防災課、空港課、佐賀空港事務所、医務課、薬務 

課） 
 

第２章 航空災害対策 

第１節 災害予防対策計画 

第４項 捜索、救助・救急、消 

火及び医療活動体制の 

整備 

県警察、市町、消防機関、海上保安部、自衛隊、その防災関係機 

関、 

県（危機管理防災課、空港課、佐賀空港事務所、医務課、薬務 

課、防災航空センター） 
 

 

 

 

 

 

対象機関の追記 

4 

 

２ 救助・救急及び消火用資機材等の整備 

県、市町及び消防機関は、救助・救急及び消火活動を行うために必要な資機材、化学消防車、 

救助工作車、救急車、消防ポンプ自動車等の整備に努めるとともに、事故の際には、その機能が 

十分発揮されるよう点検整備を実施する。 

（略） 

２ 救助・救急及び消火用資機材等の整備 

県、市町及び消防機関は、救助・救急及び消火活動を行うために必要な資機材、化学消防車、 

救助工作車、救急車、消防ポンプ自動車、ヘリコプター等の整備に努めるとともに、事故の際に 

は、その機能が十分発揮されるよう点検整備を実施する。 

（略） 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

 

9 

第２節 災害応急対策計画 

第２項 災害情報の収集・連 

    絡、報告 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、自衛隊、航空運送事業 

者、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、空港課、佐賀空港事務所、医務課、関係各 

所属） 
 

第２節 災害応急対策計画 

第２項 災害情報の収集・連 

    絡、報告 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、自衛隊、航空運送事業 

者、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、空港課、佐賀空港事務所、医務課、防災 

航空センター、関係各所属） 
 

 

 

 

関係機関の追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次項） 
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頁 現行 修正案 備考 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

１ 航空事故発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

(2) 災害対策本部の場合 

ア 【佐賀空港内及び空港周辺の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害情報の収集・連絡 

  （略） 

 (2) 災害情報の収集・連絡 

各防災関係機関は、可能な限りの手段を講じて災害情報を収集する。特に、被害の程度を早 

期に把握するために必要な緊急災害情報の迅速な収集・連絡に努める。 

  ア ヘリコプター等による緊急災害情報の収集 

県は、早期に被害の概要を把握するため、ヘリコプター（県警察ヘリコプターのほか、必 

１ 航空事故発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

(2) 災害対策本部の場合 

ア 【佐賀空港内及び空港周辺の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害情報の収集・連絡 

  （略） 

 (2) 災害情報の収集・連絡 

各防災関係機関は、可能な限りの手段を講じて災害情報を収集する。特に、被害の程度を早 

期に把握するために必要な緊急災害情報の迅速な収集・連絡に努める。 

  ア ヘリコプター等による緊急災害情報の収集 

県は、早期に被害の概要を把握するため、ヘリコプター（県消防防災ヘリコプター、県警 

 

 

 

 

 

 

佐賀県消防長会か

らの意見に基づく

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐賀県緊急時対処

計画に基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

対象ヘリコプター
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頁 現行 修正案 備考 

要に応じて第七管区海上保安本部、自衛隊及び他県へ応援要請）等による画像情報を含む緊 

急災害情報を収集するものとする。 

 （略） 

   察ヘリコプターのほか、必要に応じて第七管区海上保安本部、自衛隊及び他県へ応援要請） 

等による画像情報を含む緊急災害情報を収集するものとする。 

 （略） 

の追加 

18 
 

第４項 捜索活動 県警察、市町、消防機関、海上保安部、自衛隊、 

県（危機管理防災課） 
 

 

第４項 捜索活動 県警察、市町、消防機関、海上保安部、自衛隊、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

対象機関の追記 

18 

 

１ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防

機関及び市町、その他防災関係機関の捜索活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

 （新設） 

(1) 他の市町に対し、応援を指示する。 

(2) 消防庁に対し、広域航空消防応援を要請する。 

(3) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

（略） 

４ 消防機関及び市町 

消防機関及び市町は、他の防災関係機関との密接な連携のもとに、捜索活動を行う。 

１ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防

機関、市町及びその他防災関係機関の捜索活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

(1) 県消防防災ヘリコプターによる捜索活動を実施する。 

(2) 他の市町に対し、応援を指示する。 

(3) 消防庁に対し、広域航空消防応援を要請する。 

(4) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

 （略） 

４ 消防機関及び市町 

消防機関及び市町は、他の防災関係機関との密接な連携のもとに、捜索活動を行う。 

また、必要に応じて県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

 

 

誤字修正 

県実施事項の追加 

付番修正 

 

 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

18 
 

第５項 救助・救急及び消火活 

    動 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課、空港課、佐賀空港事務所） 
 

 

第５項 救助・救急及び消火活 

    動 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課、空港課、防災航空センター、佐賀空港事 

務所） 
 

 

対象機関の追記 

 

 

 

 

 

19 

１ 県 

(1) 応援の指示又は出動・派遣の要請 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消 

  防機関及び市町、他の防災関係機関の救助・救急及び消火活動の状況に応じて、次の措置を 

とる。 

（新設） 

ア 他の市町に対し、応援を指示する。 

イ 消防庁に対し、広域航空消防応援及び緊急消防援助隊の出動を要請する。 

ウ 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

  （略） 

４ 消防機関及び市町 

(1) 救助・救急活動 

消防機関及び市町は、速やかに救助を要する者の把握に努めるとともに、他の防災関係 

機関との密接な連携のもと救助を行い、負傷者等については、医療機関（救護所を含む。） 

に搬送する。 

（略） 

 (2) 消火活動 

消防機関及び市町は、速やかに火災の発生状況を把握し、迅速に消火活動を実施する。 

１ 県 

(1) 応援の指示又は出動・派遣の要請 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消 

  防機関及び市町、他の防災関係機関の救助・救急及び消火活動の状況に応じて、次の措置を 

とる。 

ア 県消防防災ヘリコプターによる救助・救急及び消火活動を実施する。 

イ 他の市町に対し、応援を指示する。 

ウ 消防庁に対し、広域航空消防応援及び緊急消防援助隊の出動を要請する。 

エ 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

   （略） 

４ 消防機関及び市町 

(1) 救助・救急活動 

消防機関及び市町は、速やかに救助を要する者の把握に努めるとともに、他の防災関係 

機関との密接な連携のもと救助を行い、負傷者等については、医療機関（救護所を含む。） 

に搬送する。また、必要に応じて県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

  （略） 

(2) 消火活動 

消防機関及び市町は、速やかに火災の発生状況を把握し、迅速に消火活動を実施する。 

 

 

 

 

 

県実施事項の追加 

付番修正 

 

 

 

 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 
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頁 現行 修正案 備考 

また、必要に応じて県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 実態との整合に伴

う追記 

21 
 

第９項 輸送対策 県警察、市町、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、産業政策課、空港課、交通政策課、水産 

課、総務事務センター） 
 

 

第９項 輸送対策 県警察、市町、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、産業政策課、空港課、交通政策課、水産 

課、総務事務センター、防災航空センター） 
 

 

 

対象機関の追記 

22 ２ 輸送手段の確保 

  （略） 

 (3) 航空機（ヘリコプター） 

（新設） 

ア 消防庁に対し、広域航空消防応援の要請 

イ 自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

（略） 

２ 輸送手段の確保 

  （略） 

 (3) 航空機（ヘリコプター） 

  ア 県消防防災ヘリコプターによる輸送 

イ 消防庁に対し、広域航空消防応援の要請 

ウ 自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

（略） 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記・付番修正 

 第３章 林野火災対策 

第１節 災害予防対策計画 

第３項 消火活動体制の整備 市町、消防機関、 

県（危機管理防災課、林業課、森林整備課、防災航空センター） 
 

第３章 林野火災対策 

第１節 災害予防対策計画 

第３項 消火活動体制の整備 市町、消防機関、 

県（危機管理防災課、林業課、森林整備課、防災航空センター） 
 

 

 

 

 

28 ２ 消火用資機材等の整備  

市町及び消防機関は、軽可搬式消防ポンプ等の資機材の整備に努めるとともに、林野火災の際 

には、その機能が十分発揮されるよう点検整備を実施する。 

県は、空中消火用資機材の整備に努めるとともに、消防機関と協議の上、適正な分散配置に努 

める。 

２ 消火用資機材等の整備  

市町及び消防機関は、軽可搬式消防ポンプ等の資機材の整備に努めるとともに、林野火災の際 

には、その機能が十分発揮されるよう点検整備を実施する。 

県は、ヘリコプター及び空中消火用資機材の整備に努めるとともに、消防機関と協議の上、適 

正な分散配置に努める。 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

 第２節 災害応急対策計画 

第２項 活動体制の確立 森林管理署、市町、森林所有者、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、林業課、森林整備 

課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

第２節 災害応急対策計画 

第２項 活動体制の確立 森林管理署、市町、森林所有者、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、林業課、森林整備 

課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

 

 

 

 

 

 

31 

１ 県 

（略） 

 (2) 災害警戒本部 

  ア 設置基準 

林野火災が拡大し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のとき 

は、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 焼損面積が１０ｈａ以上と推定される場合 

(ｲ) 火災により３人以上の死者又は死者及び負傷者の合計が１０人以上生じた場合 

(ｳ) 火災の状況、気象状況及び火災現場の地形等から判断して空中消火を必要とする場合 

(ｴ) 集落等へ延焼し、又は延焼のおそれがある等社会的に影響度が高い場合 

(ｵ) その他林野火災に関し、必要と認める場合 

   イ 所掌事務 

１ 県 

（略） 

 (2) 災害警戒対策本部 

ア 設置基準 

林野火災が拡大し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のとき 

は、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 焼損面積が１０ｈａ以上と推定される場合 

(ｲ) 火災により３人以上の死者又は死者及び負傷者の合計が１０人以上生じた場合 

(ｳ) 火災の状況、気象状況及び火災現場の地形等から判断して空中消火を必要とする場合 

(ｴ) 集落等へ延焼し、又は延焼のおそれがある等社会的に影響度が高い場合 

(ｵ) その他林野火災に関し、必要と認める場合 

イ 所掌事務 

 

 

体制変更に伴う修

正 
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頁 現行 修正案 備考 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

   状況等の相互連絡及び調整並びに空中消火の実施に関すること。 

  ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、林業課、森林整備課、各部（局）連絡員所属部 

署、情報収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のとき 

は、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒本部の要員として、災害警戒本部を構成する本庁各所属及び現地機関の長が、 

   所属職員の中からあらかじめ定める者 

  オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒本部 

自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡 

する。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

  （新設） 

 

 

  （略） 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

状況等の相互連絡及び調整並びに空中消火の実施に関すること。 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、林業課、森林整備課、各部（局）連絡員所属部 

署、情報収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒対策本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のと 

きは、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒対策本部の要員として、災害警戒対策本部を構成する本庁各所属及び現地機関 

の長が、所属職員の中からあらかじめ定める者 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒対策本 

部自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡す 

る。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

キ 現地災害警戒対策本部 

    災害警戒対策本部長（副知事（防災監））は、必要に応じ、現地災害警戒対策本部を設置 

し、現地災害警戒対策本部長を危機管理・報道局副局長又は他の職員から指名する 。 

  （略） 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

体制変更に伴う組

織設置に係る追記 

 

33 

 

 

第３項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、森林管理署、市町、消防機関、自衛隊、その他防災関係 

機関、 

県（危機管理防災課、森林整備課、医務課、関係各所属） 
 

 

第３項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、森林管理署、市町、消防機関、自衛隊、その他防災関係 

機関、 

県（危機管理防災課、森林整備課、医務課、防災航空センター、

関係各所属） 
 

 

 

対象機関の追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【注意】頁番号は R5.3.27更新の佐賀県地域防災計画に基づく。【凡例】 白ほか：R5.12.18意見照会時掲載修正箇所 緑ﾊｯﾁﾝｸﾞ：意見照会後の御意見に基づく追加修正・再修正箇所、事務局で追加した修正・削除箇所 
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頁 現行 修正案 備考 

35 

 

１ 林野火災発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

 (3) 林野火災拡大時（災害警戒本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 林野火災発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

 (3) 林野火災拡大時（災害警戒対策本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

38 

 

 

第４項 消火活動 市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課） 
 

 

第４項 消火活動 市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

対象機関の追記 

39 ３ 空中消火活動 

  （略） 

(2) 応援要請 

ア 市町及び消防機関 

市町及び消防機関は、空中消火の要請を決定した場合は、速やかに次の措置を講じる。 

（新設） 

３ 空中消火活動 

  （略） 

(2) 応援要請 

ア 市町及び消防機関 

市町及び消防機関は、空中消火の要請を決定した場合は、速やかに次の措置を講じる。 

(ｱ) 県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

 

 

 

 

 

措置事項の追記 



【注意】頁番号は R5.3.27更新の佐賀県地域防災計画に基づく。【凡例】 白ほか：R5.12.18意見照会時掲載修正箇所 緑ﾊｯﾁﾝｸﾞ：意見照会後の御意見に基づく追加修正・再修正箇所、事務局で追加した修正・削除箇所 
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頁 現行 修正案 備考 

(ｱ) 県に対し、自衛隊の災害派遣の要請を要求する。 

(ｲ) 県に対し、「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく応援 

要請を行う。 

イ 県 

県は、自衛隊の災害派遣の要請又は「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施 

要綱」に基づく応援の要請を受け、必要と認めた場合は、直ちに自衛隊又は消防庁に対し 

要請を行う。 

（略） 

(ｲ) 県に対し、自衛隊の災害派遣の要請を要求する。 

(ｳ) 県に対し、「大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく応援 

要請を行う。 

イ 県 

県は、県消防防災ヘリコプターを出動する。また、自衛隊の災害派遣の要請又は「大規 

模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく応援の要請を受け、必要と認 

めた場合は、直ちに自衛隊又は消防庁に対し要請を行う。 

（略） 

付番修正 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

 

 

44 

第４章 海上災害対策 

第１節 災害予防対策計画 

第３項 油等の大量流出時にお 

ける防除資機材等の整 

    備 

海上保安部、九州地方整備局唐津港湾事務所、市町、消防機関、 

海上運送事業者等、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、水産課、農山漁村課、港湾課） 
 

第４章 海上災害対策 

第１節 災害予防対策計画 

第３項 油等の大量流出時にお 

ける防除資機材等の整 

    備 

海上保安部、九州地方整備局唐津港湾事務所、市町、消防機関、 

海上運送事業者等、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、水産課、港湾課） 
 

 

 

 

 

組織体制の変更に

伴う修正 

 

 

 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 海上保安部、市町、事故の原因者（事故船舶の船長及びその所有 

者等をいう。以下同じ）、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、水産課、港 

湾課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 海上保安部、市町、事故の原因者（事故船舶の船長及びその所有 

者等をいう。以下同じ）、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、水産課、港 

湾課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

 

 

 

 

 

 

 

46 

１ 県 

  （略） 

 (2) 災害警戒本部 

  ア 設置基準 

海上災害の発生又はその拡大により、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災 

監）（不在のときは、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 救助を要する者が多数発生した場合 

(ｲ) 大量の油流出事故が発生し、流出油の漂流進路予測等から県沿岸に流出油が漂着し 

又はそのおそれがあるなど、相当な被害が予想される場合 

(ｳ) その他海上災害に関し、必要と認める場合 

  イ 所掌事務 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

   状況等の相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、水産課、港湾課、各部（局）連絡員所属部署、 

情報収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のとき 

は、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

１ 県 

  （略） 

 (2) 災害警戒対策本部 

  ア 設置基準 

海上災害の発生又はその拡大により、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災 

監）（不在のときは、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 救助を要する者が多数発生した場合 

(ｲ) 大量の油流出事故が発生し、流出油の漂流進路予測等から県沿岸に流出油が漂着し 

又はそのおそれがあるなど、相当な被害が予想される場合 

(ｳ) その他海上災害に関し、必要と認める場合 

  イ 所掌事務 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

   状況等の相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、水産課、港湾課、各部（局）連絡員所属部署、 

情報収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒対策本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在の 

ときは、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 



【注意】頁番号は R5.3.27更新の佐賀県地域防災計画に基づく。【凡例】 白ほか：R5.12.18意見照会時掲載修正箇所 緑ﾊｯﾁﾝｸﾞ：意見照会後の御意見に基づく追加修正・再修正箇所、事務局で追加した修正・削除箇所 
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頁 現行 修正案 備考 

災害警戒本部の要員として、災害警戒本部を構成する本庁各所属及び現地機関の長が、 

   所属職員の中からあらかじめ定める者。 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒本部 

自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡 

する。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

  （新設） 

 

 

  （略） 

災害警戒対策本部の要員として、災害警戒対策本部を構成する本庁各所属及び現地機関 

の長が、所属職員の中からあらかじめ定める者。 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒対策 

本部自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡 

する。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

キ 現地災害警戒対策本部 

    災害警戒対策本部長（副知事（防災監））は、必要に応じ、現地災害警戒対策本部を設置 

し、現地災害警戒対策本部長を危機管理・報道局副局長又は他の職員から指名する 。 

  （略） 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

体制変更に伴う組

織設置に係る追記 

 

 

 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、事故の原因者、 

その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、海上保安部、市町、消防機関、事故の原因者、 

その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

 

 

 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 海上災害発生時等の情報連絡ルート 

（略） 

 (2) 海上災害拡大時（災害警戒本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 海上災害発生時等の情報連絡ルート 

（略） 

 (2) 海上災害拡大時（災害警戒対策本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【注意】頁番号は R5.3.27更新の佐賀県地域防災計画に基づく。【凡例】 白ほか：R5.12.18意見照会時掲載修正箇所 緑ﾊｯﾁﾝｸﾞ：意見照会後の御意見に基づく追加修正・再修正箇所、事務局で追加した修正・削除箇所 
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頁 現行 修正案 備考 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

54 

２ 災害情報の収集・連絡 

  （略） 

  【情報収集・連絡系統図】 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

２ 災害情報の収集・連絡 

  （略） 

  【情報収集・連絡系統図】 

 

（次項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【注意】頁番号は R5.3.27更新の佐賀県地域防災計画に基づく。【凡例】 白ほか：R5.12.18意見照会時掲載修正箇所 緑ﾊｯﾁﾝｸﾞ：意見照会後の御意見に基づく追加修正・再修正箇所、事務局で追加した修正・削除箇所 
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頁 現行 修正案 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織体制の変更に

伴う修正 
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頁 現行 修正案 備考 

 

 

 

第４項 消火活動 海上保安部、市町、消防機関、事故の原因者、海上災害防止セン 

ター、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

第４項 消火活動 海上保安部、市町、消防機関、事故の原因者、海上災害防止セン 

ター、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

 

56 １ 県 

県は、海上保安部からの通報を受けて必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援 

を求められた場合は、消火活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

(1) 他の市町に対し、応援を指示する。 

(2) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(3) 消防防災ヘリコプターを出動する。 

１ 県 

県は、海上保安部からの通報を受けて必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援 

を求められた場合は、消火活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

(1) 他の市町に対し、応援を指示する。 

(2) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(3) 県消防防災ヘリコプターを出動する。 

 

 

 

 

 

脱字追記 

 

 

 

第５章 大規模火事災害対策 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 市町、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、各部（局） 

連絡員所属部署、関係各所属） 
 

第５章 大規模火事災害対策 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 市町、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、各部（局） 

連絡員所属部署、関係各所属） 
 

 

 

 

 

69 

１ 県 

  （略） 

 (2) 災害警戒本部 

  ア 設置基準 

火災が発生し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のときは、 

危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 隣接の消防本部を超えて応援要請が行われた場合 

(ｲ) 延焼拡大により、多数の住民の避難・収容が必要な場合 

(ｳ) その他大規模火事災害に関し、必要と認める場合 

イ 所掌事務 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

   状況等の相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、各部（局）連絡員所属部署、情報収集・災害応 

   急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のとき 

は、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒本部の要員として、災害警戒本部を構成する本庁各所属及び現地機関の長が、 

所属職員の中からあらかじめ定める者 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒本部自 

   動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡す 

１ 県 

  （略） 

 (2) 災害警戒対策本部 

  ア 設置基準 

火災が発生し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のときは、 

危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 隣接の消防本部を超えて応援要請が行われた場合 

(ｲ) 延焼拡大により、多数の住民の避難・収容が必要な場合 

(ｳ) その他大規模火事災害に関し、必要と認める場合 

イ 所掌事務 

災害対策に関する諸情勢等の連絡、防災関係機関の所掌事務に応じた災害応急対策実施 

   状況等の相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、各部（局）連絡員所属部署、情報収集・災害応 

   急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒対策本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のと 

   きは、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒対策本部の要員として、災害警戒対策本部を構成する本庁各所属及び現地機関 

の長が、所属職員の中からあらかじめ定める者 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒対策 

本部自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡す 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 
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頁 現行 修正案 備考 

る。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

  （新設） 

 

 

  （略） 

る。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

キ 現地災害警戒対策本部 

    災害警戒対策本部長（副知事（防災監））は、必要に応じ、現地災害警戒対策本部を設置 

し、現地災害警戒対策本部長を危機管理・報道局副局長又は他の職員から指名する 。 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う組

織設置に係る追記 
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頁 現行 修正案 備考 

71 

 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、市町、消防機関、自衛隊、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、医務課、関係各所属） 
 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、市町、消防機関、自衛隊、その他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、医務課、防災航空センター、関係各所属） 
 

 

対象機関の追記 

 

 

74 

 

１ 大規模火災発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

(3) 大規模火災拡大時（災害警戒本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 大規模火災発生時等の情報連絡ルート 

  （略） 

(3) 大規模火災拡大時（災害警戒対策本部又は災害対策本部設置の場合） 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

第３項 消火活動 

 

市町、消防機関、 

県（危機管理防災課） 
 

 

第３項 消火活動 市町、消防機関、 

県（危機管理防災課） 
 

 

77 

 

 

１ 県 

県は、市町及び消防機関から要請を受けた場合又は火災の状況から判断して自ら必要と認め 

る場合は、消防庁に、緊急消防援助隊の出動要請を行う。 

１ 県 

県は、市町及び消防機関から要請の連絡を受けた場合又は火災の状況から判断して自ら必要 

と認める場合は、消防庁に、緊急消防援助隊の出動要請を行う。 

 

文言修正 
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頁 現行 修正案 備考 

78 ２ 市町及び消防機関 

  （略） 

(4) 緊急消防援助隊の出動要請 

市町及び消防機関は、県内の消防力をもってしても火災に対処できないと認める場合は、 

県を通じ消防庁へ、緊急消防援助隊の出動要請を行う。 

なお、県と連絡が取れない場合は、直接消防庁へ緊急消防援助隊の出動要請を行う。 

２ 市町及び消防機関 

  （略） 

(4) 緊急消防援助隊の出動要請 

市町及び消防機関は、県内の消防力をもってしても火災に対処できないと認める場合は、 

県に対し、緊急消防援助隊の出動要請の連絡を行う。 

なお、県と連絡が取れない場合は、直接消防庁へ緊急消防援助隊の出動要請を行う。 

 

 

 

 

文言修正 

 

 

 

第６章 鉄道災害対策 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 市町、鉄道事業者、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、交通政策 

課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

第６章 鉄道災害対策 

第２節 災害応急対策計画 

第１項 活動体制の確立 市町、鉄道事業者、その他防災関係機関、 

県（広報広聴課、報道課、危機管理防災課、医務課、交通政策 

課、各部（局）連絡員所属部署、関係各所属） 
 

 

 

84 １ 県 

(1) 災害警戒本部 

  ア 設置基準 

鉄道事故が発生し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のとき 

は、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 列車の脱線、衝突、火災等で多数の死傷者が発生したと予想される場合 

(ｲ) その他鉄道災害に関し、必要と認める場合 

イ 所掌事務 

災害に関する情報収集・防災関係機関との相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、交通政策課、各部（局）連絡員所属部署、情報 

   収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のとき 

は、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒本部の要員として、災害警戒本部を構成する本庁各所属及び現地機関の長が、 

   所属職員の中からあらかじめ定める者 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒本部自 

動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡す 

る。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

  （新設） 

 

 

１ 県 

(1) 災害警戒対策本部 

  ア 設置基準 

鉄道事故が発生し、次のいずれかに該当する場合で、副知事（防災監）（不在のとき 

は、危機管理・報道局長）が必要と認める場合 

(ｱ) 列車の脱線、衝突、火災等で多数の死傷者が発生したと予想される場合 

(ｲ) その他鉄道災害に関し、必要と認める場合 

イ 所掌事務 

災害に関する情報収集・防災関係機関との相互連絡及び調整 

ウ 構成 

危機管理防災課、報道課、広報広聴課、交通政策課、各部（局）連絡員所属部署、情報 

   収集・災害応急対策が必要となる所属及び関係現地機関で構成する。 

災害警戒対策本部長は、副知事（防災監）をもって充て、副知事（防災監）が不在のと 

   きは、危機管理・報道局長が代理する。 

エ 配備要員 

災害警戒対策本部の要員として、災害警戒対策本部を構成する本庁各所属及び現地機関 

の長が、所属職員の中からあらかじめ定める者 

オ 知事等幹部職員への連絡 

休日・夜間等における知事、副知事、各対策部長等幹部職員等に対する災害警戒対策本 

部自動設置の連絡は、宿日直職員から電子メールにより行う。 

なお、勤務時間内においては、固定電話、庁内電話、庁内放送等により、迅速に連絡す 

る。 

カ その他 

佐賀県災害対策運営要領の定めるところによる。 

キ 現地災害警戒対策本部 

    災害警戒対策本部長（副知事（防災監））は、必要に応じ、現地災害警戒対策本部を設置 

し、現地災害警戒対策本部長を危機管理・報道局副局長又は他の職員から指名する 。 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

体制変更に伴う組

織設置に係る追記 
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頁 現行 修正案 備考 

  （略）   （略） 

86 

 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、九州運輸局、市町、消防機関、自衛隊、鉄道事業者、そ 

の他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、医務課、交通政策課、関係各所属） 
 

 

第２項 災害情報の収集・連 

絡、報告 

県警察、九州運輸局、市町、消防機関、自衛隊、鉄道事業者、そ 

の他防災関係機関、 

県（危機管理防災課、医務課、交通政策課、防災航空センター、

関係各所属） 
 

 

 

対象機関の追記 

87 

 

 

 

 

 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 鉄道災害発生時の情報連絡ルート 

(1) 災害警戒本部設置の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 鉄道災害発生時の情報連絡ルート 

(1) 災害警戒対策本部設置の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 

 

 

 

 

 

体制変更に伴う修

正 
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頁 現行 修正案 備考 

88  (2) 鉄道災害拡大時（災害対策本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 鉄道災害拡大時（災害対策本部設置の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤字修正 

91 

 

 

第４項 救助活動 県警察、市町、消防機関、自衛隊、鉄道事業者、 

県（危機管理防災課） 
 

 

第４項 救助活動 県警察、市町、消防機関、自衛隊、鉄道事業者、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

対象機関の追記 

 １ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防 

機関、市町及びその他の防災関係機関の救助活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

（新設） 

(1) 他の市町に対し、応援の指示をする。 

(2) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(3) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

（略） 

３ 市町及び消防機関 

（略） 

また、自らの救助活動のみでは対処できないと認める場合には、県内の他の消防機関に応援 

要請を行う。 

（略） 

１ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防 

機関、市町及びその他の防災関係機関の救助活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

(1) 県消防防災ヘリコプターによる救助活動を実施する。 

(2) 他の市町に対し、応援の指示をする。 

(3) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(4) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

（略） 

３ 市町及び消防機関 

（略） 

また、自らの救助活動のみでは対処できないと認める場合には、県内の他の消防機関に応援 

要請を行う。必要に応じて県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

（略） 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

 

 

 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

92 

 

 

第５項 救急活動 市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課） 
 

 

第５項 救急活動 市町、消防機関、自衛隊、 

県（危機管理防災課、防災航空センター） 
 

 

対象機関の追記 
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頁 現行 修正案 備考 

92 １ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防 

機関、市町の救急活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

（新設） 

(1) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(2) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

２ 市町及び消防機関 

（略） 

消防機関は、自らの救急活動のみでは対処できないと認める場合には、県内の他の消防機関 

に応援要請を行う。 

（略） 

１ 県 

県は、自ら必要と認めた場合又は消防機関若しくは市町から応援を求められた場合は、消防 

機関、市町の救急活動の状況に応じて、次の措置をとる。 

(1) 県消防防災ヘリコプターによる救急活動を実施する。 

(2) 消防庁に対し、緊急消防援助隊の出動を要請する。 

(3) 自衛隊に対し、災害派遣を要請する。 

２ 市町及び消防機関 

（略） 

消防機関は、自らの救急活動のみでは対処できないと認める場合には、県内の他の消防機関 

に応援要請を行う。必要に応じて県消防防災ヘリコプターの出動を要請する。 

（略） 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 

 

 

 

 

実態との整合に伴

う追記 
 


